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研究成果の概要（和文）：本研究は、労働集約型の対人サービス産業等における人手不足が深刻化する現状を鑑
み、自動化技術の導入や、限られた人的資源効率化などにより、サービスケイバビリティ（サービス分野におい
て種々の資源を活用する組織能力）の向上をはかる研究を実施した。まず、顧客データ活用における技術利用の
程度、及び、顧客接点での人的対応の程度で、必要となる要件を整理した。その上で、宿泊や観光の接客場面な
どで動的に変化する顧客情報を、生成AIやロボットなどの技術を用いて活用することより、サービス組織能力を
向上させる施策を提示した。また、マッチングに基づく資源配分の最適化に向けた研究を進め、一部について特
許出願・登録を行った。

研究成果の概要（英文）：In light of the current labor shortage in the labor-intensive human service 
industry, this study was conducted to improve service capability (organizational capacity to utilize
 various resources in the service field) by introducing automation technology and increasing the 
efficiency of limited human resources. First, the study identified the requirements for using 
technology to utilize customer data and human resources at customer contact points. Then, we 
proposed measures to improve service organization capabilities by utilizing customer information, 
which changes dynamically in customer service situations such as lodging and tourism, using 
technologies such as generative AI and robotics. In addition, this research was conducted to 
optimize resource allocation based on matching, and patents were applied for and registered for some
 of them.

研究分野：経営学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究成果の学術的意義は、ホテルなどの宿泊業や観光業という労働集約型の対人サービスに対して、サービス
ケイパビリティという新しい概念を具体的なモデルとして提示し、学術的な面からの効率化や付加価値化の施策
を提示したことにある。このようなサービスケイパビリティモデルの実現により、ステークホルダー間の知識・
サービス活用能力の向上、強化を行うことが可能となり、業種間、グローバル地域間でも比較できる点にある。
また、本研究成果の社会的意義としては、人口減少、少子高齢化社会の中で、高齢者などの弱者も社会構成員と
して包容し、健全なワーク・ライフバランスのある高度QoL社会の実現に向けた見通しを立てたことにある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
サービス産業において、顧客がスマートフォンやロボットといったデバイスを通じて提供さ
れる自動化サービスを利用することで、企業は日々の動的な顧客情報を活用した経営資源の配
分を検討できる環境が整いつつある。例えば、宿泊サービスでは、OTA(オンライントラベルエ
ージェンシー)が提供する Web サイトの分析において顧客が宿泊施設を決定する際に重視する
掲載項目や写真等の情報をスコア化し、宿泊施設側で活用可能としている。また、保険業の情報
技術活用(インシュアテック)におけるスマートウォッチといったデバイスと連動する生命保険
サービスでは日々の契約者の歩数といった入力情報を活用することで保険料の割引やポイント
の提供等、従来の保険の役割だけでなく健康増進という付加価値の提供ができる。自動車産業の
モビリティサービスにおいては、顧客の自動車の利用データを分析することで、渋滞予測や交通
インフラのメンテナンス・災害情報、車両自体のメンテナンスといった動的な利用データでカス
タマイズしたサービス提供が可能である。 
  
しかしながら、そういったサービス提供における顧客への自動化技術の活用に伴う動的な顧
客情報の活用の観点から、サービス企業の経営資源(人、時間、場所、設備等)をどのように活用
するかという組織能力(ケイパビリティ)がどのように変化するのかについて、経営戦略における
リソース・ベースド・ビュー(RBV)の観点において理論的・実証的な分析が十分になされていな
い。RBV の研究の展開においては、当初の静的なモデルに対して、市場の変化といった環境の
変化に対する組織能力の重要性が指摘され、ダイナミックケイパビリティフレームワーク(DCF)
が提案されている。またこのような動的モデルの視点から、サービスイノベーションに繋がる組
織能力を分析する研究も進められている。ただその一方で、近年の提供サービスにおける生成 AI
や IoT、ロボットといった自動化技術の活用に伴い取り扱うことができるようになる顧客の動的
な情報という観点(特に、技術活用に伴う提供サービスの品質の向上や個々の顧客リテラシーの
影響等)から、経営資源配分の新たな最適化問題が議論可能になると考えられるが、そのような
観点は RBVにおいて体系的に議論されていない。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、サービス提供における自動化技術の活用に伴い、取り扱うことができる顧客
の動的データの観点から、その顧客データの活用において求められる組織能力としてのサービ
スケイパビリティの明示と、RBV に基づくその資源配分の最適化に資する意思決定のモデルの
提案である。本研究の学術的独自性・創造性は、技術活用に伴い高度化・複雑化によるサービス・
エコシステムの形成を見据えた、企業側の日々の動的な顧客データに関するその活用能力や資
源配分の理論形成に着目した点にある。具体的には、本研究から提示されるサービスケイパビリ
ティの概念モデルにより、サービス産業全体で共通して必要とされる顧客側の動的なデータを
扱う能力やその産業毎での違いが明確化され、サービスの横断的な連携に資する知見が提示可
能となる。また、経営資源の配分に関する最適化モデルの提示により、直接的な顧客の収益性に
与える影響の分析のみだけではなく、顧客側からの企業ブランドや広告への影響といった間接
的な影響も含めて、企業の経営資源配分が考慮可能となり、顧客と価値を共創する経営に関して
より客観的な観点からの評価軸を提供することができる。 
 
 
３．研究の方法 
 
本研究では設定した課題解決のために、自動化サービス提供に伴う顧客の動的データ活用の
先進的事例の分析に基づくサービスケイパビリティの概念モデルの構築と、それに基づく経営 
資源配分モデルを検討、提案するアプローチをとる。本研究 1-2 年目は先進的事例に対する先行
文献調査、インタビュー調査、アンケート調査によりデータを収集し、そこから現象の体系的な
探索を可能とするグラウンデットセオリーアプローチ(GTA)を用いてサービスケイパビリティの
概念モデルの構築を行い、各種関連国際学会で発表を行う。2-3 年目は経営戦略におけるリソー
ス・プロダクト・マトリクス等の RBV におけるモデルを活用したモデル提案とその実証のための
データをアンケート調査により取得する。最終年度となる 4 年目ではこれまでの成果をまとめ
て、経営戦略やサービス研究に関する国際共同研究に向けた発表の場で提案する。対象とする先
進事例としては、宿泊サービスにおける顧客・従業員行動分析など、対人サービスの効率化、高
付加価値化を目指す。また、客データの取り扱いに伴うコンプライアンスや情報セキュリティと
いったデータ活用のリスクへの対応能力もそのケイパビリティとして捉え分析する。このよう
な事例の分析に基づき、自動化技術の活用により顧客の日々の動的なデータが活用可能になっ



た際のサービスケイパビリティと、その動的データに基づく資源配分モデルを構築する。加えて、
海外比較を行うことで、サービス提供における自動化技術の活用に関しての俯瞰的な分析や提
言を行うこととする。 
 
具体的な調査対象事例としては、宿泊サービスにおいては、Expedia Group が提供するレベニ
ューマネジメント支援ツール「Rev+」等の取り組みに関しての文献調査や関係者、利用者へのイ
ンタビュー/アンケート調査、保険サービスでの住友生命保険相互会社と南アフリカのディスカ
バリー社が提携して進めるスマートウォッチ等のデバイスを活用した健康増進型生命保険商品
「Vitality」に関する文献調査や関係者、利用者へのインタビュー/アンケート調査などといっ 
た展開に関して文献調査や関係者、利用者へのインタビュー/アンケート調査を行う。 
 
想定する主なアウトカムは２点ある。１点目はサービス提供における自動化技術の活用に伴
う顧客の動的データの観点から適応が求められるサービスケイパビリティの明示で、同一産業
のみならず複数の産業間での相補性や代替性といった観点も踏まえた横断的な産業連携に資す
る知見の提示を目指す。２点目は動的な顧客データの活用の観点を踏まえた資源配分の最適化
に資する RBV に基づくモデル構築と検証で、顧客側の収益性に与える影響に加えて、限られた人
的資源などの有効活用を行う方策を明示することを目指す。 
 
 
４．研究成果 
 
本研究は、労働集約型の対人サービス産業等における人手不足が深刻化する現状を鑑み、自動
化技術の導入や、限られた人的資源効率化などにより、サービスケイバビリティ（サービス分野
において種々の資源を活用する組織能力）の向上をはかる研究を実施した。まず、顧客データ活
用における技術利用の程度、及び、顧客接点での人的対応の程度で、必要となる要件を整理した。
具体的には、ホテル産業全体における資本の統合利用について、前年度に行った口頭発表の内容
をベースに議論を深め、ホテル経営における資本活用についてまとめた論文を発表した。ビジネ
スホテルを事業とする企業における研究開発を題材に、従来のサービス改善の取り組みを踏ま
えた上で、大学との共同研究がもたらしたサービスケイパビリティ、サービス改善とその資本統
合上の位置づけについて啓蒙書の出版を行った。 
 
また、宿泊や観光の接客場面などで動的に変化する顧客情報を、生成 AI やロボットなどの技
術を用いて活用することより、サービス組織能力を向上させる施策を提示した。具体的には、顧
客情報を活用した生成 AI アプリ開発と観光業における顧客情報を用いたプロモーション実験報
告、ならびに、IT を活用したサービスエコシステム形成に関するケイパビリティに関する学会
報告などを行った。これらの取り組みにより、生成 AI やロボットといった新しいテクノロジー
を活用した、顧客情報を取り入れた経営業務の拡大の観点、ならびに、IT 活用に関する組織能
力を明示でき、サービスケイパビリティとしてのモデル化に寄与した。また、マッチングに基づ
く資源配分の最適化に向けた研究を進め、一部について特許出願・登録を行った。 
 
さらに、国際共同研究活動として、2023 年 7 月（ウィーン）と 2024 年 3 月（京都）において、
共同ワークショップを開催し、上記の問題について討議を行った。無形資産としてのサービスケ
イパビリティについてのモデル化については、日本（京大）側では、高コンテクスト情報に基づ
く無形資産の表現を基本としているのに対し、欧州（ウィーン大学）側では、視覚ツールを用い
たデザインシンキングに基づく低コンテクスト型のモデルを基本としていた。人間と機械への
適用という観点から、必要に応じてどちらのモデルへも展開できる共通のフレームワークにつ
いて討議を実施することができた。このような統合モデルの実現により、ステークホルダー間の
知識・サービス活用能力の向上、強化を行うことが可能となる。 
 
本研究成果の学術的意義は、ホテルなどの宿泊業や観光業という労働集約型の対人サービス
に対して、サービスケイパビリティという新しい概念を具体的なモデルとして提示し、学術的な
面からの効率化や付加価値化の施策を提示したことにある。このようなサービスケイパビリテ
ィモデルの実現により、ステークホルダー間の知識・サービス活用能力の向上、強化を行うこと
が可能となり、業種間、グローバル地域間でも比較できる点にある。また、本研究成果の社会的
意義としては、人口減少、少子高齢化社会の中で、高齢者などの弱者も社会構成員として包容し、
健全なワーク・ライフバランスのある高度 QoL 社会の実現に向けた見通しを立てたことにある。 
 
本研究活動の総括としては、動的に変化する顧客情報を活用することにより、サービス組織能
力を向上させる施策を提示したことである。 
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